
令
和
４
年
度
鳥
取
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
開
催
実
績

番
号

月
日

開
始
時
刻

会
議
名

主
な
審
議
内
容

1
6
月
1
7
日
(金

)
9
:3
0

事
業
場
視
察
（
株
式
会
社
ア
キ
ラ
ス
）

公
労
使
代
表
委
員
に
よ
る
視
察
の
実
施

2
6
月
2
4
日
(金

)
1
0
:0
0

公
益
委
員
会
議

令
和
４
年
度
審
議
会
運
営
に
つ
い
て

3
7
月
4
日
(月

)
1
3
:5
5
第
5
3
2
回
地
方
最
低
賃
金
審
議
会

県
最
低
賃
金
諮
問
、
専
門
部
会
設
置
等

4
7
月
2
9
日
(金

)
9
:0
0
第
5
3
3
回
地
方
最
低
賃
金
審
議
会

基
礎
調
査
結
果
、
特
定
最
賃
諮
問
、
専
門
部
会
設
置

5
7
月
2
9
日
(金

)
1
0
:4
5

第
1
回
県
最
低
賃
金
専
門
部
会

専
門
部
会
の
運
営
に
つ
い
て

6
8
月
3
日
(水

)
9
:3
0

第
2
回
県
最
低
賃
金
専
門
部
会

目
安
伝
達
、
改
正
審
議
、
意
見
陳
述

7
8
月
5
日
(金

)
1
3
:3
0

第
3
回
県
最
低
賃
金
専
門
部
会

改
正
審
議

8
8
月
8
日
(月

)
1
3
:3
0

第
4
回
県
最
低
賃
金
専
門
部
会

改
正
審
議

9
8
月
9
日
(火

)
9
:0
0

公
益
委
員
会
議

公
益
見
解
に
つ
い
て

1
0

8
月
9
日
(火

)
1
3
:0
0

第
5
回
県
最
低
賃
金
専
門
部
会

改
正
審
議

1
1

8
月
1
0
日
(水

)
9
:0
0

第
6
回
県
最
低
賃
金
専
門
部
会

改
正
審
議
、
議
決

1
2

8
月
1
0
日
(水

)
1
1
:4
0
第
5
3
4
回
地
方
最
低
賃
金
審
議
会

改
正
審
議
、
議
決

1
3

8
月
2
6
日
(金

)
1
0
:0
0
第
5
3
5
回
地
方
最
低
賃
金
審
議
会

異
議
審
議
、
議
決

1
4

9
月
1
4
日
(水

)
9
:0
0

第
1
回
特
定
最
低
賃
金
専
門
部
会
（
各
商
）

改
正
の
必
要
性
の
審
議
、
議
決

1
5

9
月
1
5
日
(木

)
9
:0
0

第
1
回
特
定
最
低
賃
金
専
門
部
会
（
電
機
）

改
正
の
必
要
性
の
審
議
、
議
決

1
6

9
月
1
5
日
(木

)
1
1
:0
0
第
5
3
6
回
地
方
最
低
賃
金
審
議
会

改
正
の
必
要
性
の
審
議
、
議
決
、
金
額
改
定
の
諮
問
（
電
機
）

1
7

1
0
月
3
日
(月

)
1
4
:5
5

第
2
回
特
定
最
低
賃
金
専
門
部
会
（
電
機
）

金
額
審
議

1
8

1
0
月
7
日
(金

)
1
5
:0
0

第
3
回
特
定
最
低
賃
金
専
門
部
会
（
電
機
）

金
額
審
議

1
9

1
0
月
1
2
日
(水

)
1
7
:5
0

第
4
回
特
定
最
低
賃
金
専
門
部
会
（
電
機
）

金
額
審
議

2
0

1
0
月
1
7
日
(月

)
1
7
:4
5

第
5
回
特
定
最
低
賃
金
専
門
部
会
（
電
機
）

金
額
審
議

2
1

1
0
月
1
8
日
(火

)
1
7
:5
0

第
6
回
特
定
最
低
賃
金
専
門
部
会
（
電
機
）

金
額
審
議
、
全
会
一
致
結
審
、
6
条
5
項
適
用

2
2

3
月
1
6
日
(木

)
1
0
:0
0
第
5
3
7
回
地
方
最
低
賃
金
審
議
会

特
定
最
低
賃
金
意
向
表
明
、
審
議
会
確
認

-1-
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事
業

場
視

察
　

9：
30

公
益

委
員

会
議

　
　

10
：0

0　

①
第

53
2回

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
　

　
　

14
：0

0

鳥
取

県
最

低
賃

金
改

正
決

定
に

つ
い

て
（
諮

問
）

審
議

会
、

議
事

録
、

会
議

資
料

の
公

開
と

議
事

録
の

確
認

に
つ

い
て

専
門

部
会

の
設

置
に

つ
い

て

意
見

聴
取

の
方

法
に

つ
い

て
（
事

業
場

視
察

概
要

報
告

等
含

む
）

最
低

賃
金

審
議

会
令

第
6条

第
5項

の
適

用
に

つ
い

て

最
低

賃
金

改
正

に
係

る
要

請
の

報
告

②
第

53
3回

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
　

　
9
：0

0
①

第
１

回
鳥

取
県

最
低

賃
金

専
門

部
会

　
　

10
:4

5

意
見

聴
取

結
果

に
つ

い
て

部
会

長
、

部
会

長
代

理
の

選
出

最
低

賃
金

に
関

す
る

基
礎

調
査

結
果

等
に

つ
い

て
会

議
、

議
事

録
、

会
議

資
料

の
公

開
と

議
事

録
の

確
認

に
つ

い
て

特
定

（産
業

別
）
最

低
賃

金
改

正
決

定
に

係
る

申
出

に
つ

い
て

特
定

（産
業

別
）
最

低
賃

金
改

正
決

定
の

必
要

性
の

有
無

に
つ

い
て

（諮
問

） ②

令
和

４
年

度
地

域
別

最
低

賃
金

額
改

定
の

目
安

に
つ

い
て

（伝
達

）

鳥
取

県
最

低
賃

金
の

改
正

審
議

③
第

３
回

鳥
取

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

　
13

：3
0

④
第

４
回

鳥
取

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

　
13

：3
0

公
益

委
員

会
議

　
　

 9
：0

0
⑤

第
５

回
鳥

取
県

最
低

賃
金

専
門

部
会

　
　

13
：0

0

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
お

よ
び

専
門

部
会

の
審

議
状

況
に

つ
い

て

公
益

委
員

見
解

に
つ

い
て

③
第

５
３

４
回

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
　

　
11

：0
0

⑥
第

６
回

鳥
取

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

　
　

9：
00

鳥
取

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
報

告
に

つ
い

て
鳥

取
県

最
低

賃
金

の
改

正
審

議

鳥
取

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

に
関

す
る

答
申

に
つ

い
て

6/
24

(金
）

  
  
令

和
４

年
度

 鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
・
各

専
門

部
会

審
議

状
況

開
催

時
期

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（６

回
）

地
域

別
最

低
賃

金
専

門
部

会
（県

最
賃

６
回

）

6/
17

（金
）

7/
4（

月
）

　
　

　
　

　
「鳥

取
県

最
低

賃
金

専
門

部
会

委
員

候
補

者
推

薦
公

示
」
（公

示
期

間
：
２

～
３

週
間

程
度

）

　
　

　
　

　
「鳥

取
県

最
低

賃
金

の
改

正
決

定
に

係
る

関
係

労
使

の
意

見
聴

取
に

関
す

る
公

示
(最

低
賃

金
法

第
２

５
条

第
５

項
）」

（公
示

期
間

：公
示

の
日

か
ら

３
週

間
程

度
）

　
　

　
　

　
「鳥

取
県

最
低

賃
金

改
正

審
議

に
資

す
る

た
め

の
関

係
労

働
者

及
び

関
係

使
用

者
か

ら
の

意
見

発
表

者
の

募
集

」（
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
ほ

か
）

7/
29

（金
）

鳥
取

県
最

低
賃

金
の

改
正

審
議

　
　

　
　

 「
特

定
（産

業
別

）最
低

賃
金

専
門

部
会

委
員

推
薦

公
示

」
（公

示
期

間
：２

～
３

週
間

程
度

）

8/
3(

水
)

第
２

回
鳥

取
県

最
低

賃
金

専
門

部
会

　
　

9：
30

関
係

労
使

の
意

見
の

申
出

に
つ

い
て

意
見

陳
述

8/
5(

金
)

　
8/

8(
月

)

鳥
取

県
最

低
賃

金
の

改
正

審
議

8/
9(

火
)

鳥
取

県
最

低
賃

金
の

改
正

審
議

8/
10

(水
)

部
会

報
告

に
つ

い
て

　
　

　
　

 「
改

正
県

最
賃

異
議

申
出

公
示

」（
公

示
期

間
：公

示
の

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

１
５

日
を

経
過

す
る

日
ま

で
）＜

異
議

申
出

あ
り

＞

-2-



④
第

５
３

５
回

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（異

議
審

）　
　

10
：0

0

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
の

意
見

に
関

す
る

公
示

の
結

果
に

つ
い

て

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
の

意
見

に
関

す
る

異
議

の
申

出
に

つ
い

て
（諮

問
）

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
の

意
見

に
関

す
る

異
議

の
申

出
に

つ
い

て
（答

申
）

鳥
取

県
最

低
賃

金
　

時
間

額
８

５
４

円
（
３

３
円

引
上

）

①
第

1回
各

商
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

1
0
：
０

０

部
会

長
、

部
会

長
代

理
の

選
出

会
議

、
議

事
録

、
会

議
資

料
の

公
開

と
議

事
録

の
確

認
に

つ
い

て

改
正

決
定

の
必

要
性

の
審

議

⑤
第

５
３

６
回

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
　

11
：0

0
①

第
1回

電
気

機
械

器
具

等
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

9：
00

特
定

（産
業

別
）
最

低
賃

金
の

改
正

の
必

要
性

の
有

無
の

部
会

報
告

部
会

長
、

部
会

長
代

理
の

選
出

　

特
定

（産
業

別
）
最

低
賃

金
の

改
正

の
必

要
性

の
有

無
（
審

議
）
（答

申
）

会
議

、
議

事
録

、
会

議
資

料
の

公
開

と
議

事
録

の
確

認
に

つ
い

て

特
定

（産
業

別
）
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

に
つ

い
て

（諮
問

）
改

正
決

定
の

必
要

性
の

審
議

最
低

賃
金

審
議

会
令

第
６

条
第

５
項

の
適

用
に

つ
い

て

②
第

2回
電

気
機

械
器

具
等

最
低

賃
金

専
門

部
会

　
14

：5
5

特
定

最
低

賃
金

制
度

に
つ

い
て

最
低

賃
金

に
関

す
る

基
礎

調
査

結
果

等
に

つ
い

て

金
額

審
議

③
第

３
回

電
気

機
械

器
具

等
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

15
：0

0

書
面

意
見

聴
取

調
査

結
果

等
に

つ
い

て

金
額

審
議

④
第

４
回

電
気

機
械

器
具

等
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

17
：5

0

金
額

審
議

⑤
第

５
回

電
気

機
械

器
具

等
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

17
：4

5

金
額

審
議

⑥
第

６
回

電
気

機
械

器
具

等
最

低
賃

金
専

門
部

会
　

17
：5

0

金
額

審
議

部
会

報
告

（全
会

一
致

・６
条

５
項

適
用

）

改
正

決
定

に
つ

い
て

（
答

申
）

鳥
取

県
電

子
部

品
・
デ

バ
イ

ス
・
電

子
回

路
、

電
気

機
械

器
具

、
情

報
通

信
機

械
器

具
製

造
業

最
低

賃
金

時
間

額
８

５
９

円
（３

４
円

引
上

）

⑥
第

５
３

７
回

鳥
取

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
　

10
：0

0

特
定

（産
業

別
）
最

低
賃

金
の

改
定

に
係

る
意

向
表

明
に

つ
い

て

令
和

５
年

度
の

最
低

賃
金

審
議

に
つ

い
て

令
和

５
年

度
の

事
業

場
視

察
に

つ
い

て

特
定

（
産

業
別

）
最

低
賃

金
専

門
部

会

8/
26

(金
)

・
９

月
６

日
　

官
報

公
示

・1
0月

６
日

 効
力

発
生

電
気

機
械

器
具

等
最

低
賃

金
（６

回
）

各
商

最
低

賃
金

（
１

回
）

9/
14

(水
)

9/
15

(木
）

10
/1

7(
月

）

  
  
  
  
  
  
 「

改
正

決
定

に
係

る
関

係
労

働
者

及
び

関
係

使
用

者
の

意
見

聴
取

に
関

す
る

公
示

(最
低

賃
金

法
第

２
５

条
第

５
項

）」

10
/3

(月
）

10
/7

(金
）

10
/1

2(
水

）

令
和

５
年

３
月

16
日

（
木

）

10
/1

8(
火

）

　
　

　
　

　
「改

正
特

定
最

賃
異

議
申

出
公

示
」
（公

示
期

間
：
公

示
の

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

１
５

日
を

経
過

す
る

日
ま

で
）　

＜
異

議
申

出
な

し
＞

・
1
1
月

1
7
日

 官
報

公
示

・
1
2
月

1
7
日

 効
力

発
生

-3-
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年
 
度

 
別

 
最

 
低

 
賃

 
金

 
改

 
正

 
一

 
覧

 
表

平
成

2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

時
 間

 額
6
42

円
6
46

円
65

3円
66

4円
67

7円
69

3円
71

5円
73

8円
76

2円
79

0円
79
2円

8
2
1
円

8
5
4
円

引
上
げ
額

1
2円

4
円

7
円

11
円

13
円

16
円

22
円

23
円

24
円

28
円

2円
2
9
円

3
3
円

引
上
げ
率

1
.9

0%
0
.6

2%
1.

08
%

1.
68

%
1.

96
%

2.
36

%
3.

17
%

3.
22

%
3.

25
%

3.
67

%
0.

25
%

3
.
6
6
%

4
.
0
2
%

影
 響

 率
1
.2

5%
0
.7

0%
2.

26
%

1.
91

%
3.

15
%

2.
84

%
5.

51
%

9.
39

%
10

.3
0%

8.
79

%
4.

46
%

1
4
.
6
5
%

1
7
.
6
0
%

発
 効

 日
H2

2.
10

.3
1

H2
3.

10
.2

9
H
24

.1
0.

20
H
25

.1
0.

25
H2

6.
10

.8
H2

7.
10

.4
H2

8.
10

.1
2

H2
9.

10
.6

H3
0.

10
.5

R元
.1

0.
5

R2
.1

0.
2

R
3
.
1
0
.
6

R
4
.
1
0
.
6

平
成

2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

時
 間

 額
7
34

円
7
35

円
73

6円
73

8円
74

3円
75

3円
76

4円
77

4円
79

0円
80

7円
80
9円

8
2
5
円

8
5
9
円

引
上
げ
額

3円
1
円

1
円

2
円

5円
10

円
11

円
10

円
16

円
17

円
2円

1
6
円

3
4
円

引
上
げ
率

0
.4

1%
0
.1

4%
0.

14
%

0.
27

%
0.

68
%

1.
35

%
1.

46
%

1.
31

%
2.

07
%

2.
15

%
0.

25
%

1
.
9
8
%

4
.
1
2
%

影
 響

 率
7
.3

3%
9
.1

6%
6.

86
%

15
.0

4%
17
.0

0%
10

.4
0%

15
.1

4%
16

.4
9%

13
.1

4%
19

.8
8%

7.
20

%
2
0
.
7
8
%

2
6
.
3
9
%

県
最
賃
比
率

11
4.

33
%

11
3.

78
%

11
2.

71
%

11
1.

14
%

10
9.

75
%

10
8.

66
%

10
6.

85
%

10
4.

88
%

10
3.

67
%

10
2.

15
%

10
2.

15
%

1
0
0
.
4
9
%

1
0
0
.
5
9
%

発
 効

 日
H2

3.
1.

20
H2

4.
1.

27
H2

5.
1.

17
H2

6.
1.

9
H
26

.1
2.

25
H2

7.
12

.1
9

H2
8.

12
.2

2
H3

0.
1.

11
H3

0.
12

.2
8

R元
.1

2.
28

R2
.1

2.
30

R3
.
1
2
.
1
7

R
4
.
1
2
.
1
7

時
 間

 額
6
94

円
6
95

円
69

7円
69

7円
70

0円
71

0円
71

8円
71

8円
71

8円
71

8円
71

8円
7
1
8
円

7
1
8
円

引
上
げ
額

4円
1
円

2
円

改
正
審
議
な
し

3円
10

円
8円

改
正
審
議
な
し

改
正
審
議
な
し

改
正
審
議
な
し

改
正
審
議
な
し

改
正
審
議
な
し

改
正
審
議
な
し

引
上
げ
率

0
.5

8%
0
.1

4%
0.

29
%

0.
43

%
1.

43
%

1.
13

%

影
 響

 率
0
.0

0%
0
.2

3%
0.

21
%

0.
00

%
0.

40
%

0.
00

%

県
最
賃
比
率

10
8.

10
%

10
7.

59
%

10
6.

74
%

10
3.

40
%

10
2.

45
%

10
0.

42
%

発
 効

 日
H2

3.
2.

11
H2

4.
2.

9
H2

5.
2.

7
H
26

.1
2.

13
H2

7.
12

.1
9

H2
8.

12
.1

7

　
鳥

取
県

最
低

賃
金

　
産

業
別

最
低

賃
金

鳥
取
県
電
子

部
品
・
デ
バ

イ
ス
・
電
子

回
路
、
電
気

機
械
器
具
、

情
報
通
信
機

械
器
具
製
造

業
最
低
賃
金

鳥
取
県
各
種

商
品
小
売
業

最
低
賃
金
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6
4
2
円

6
4
6
円

6
5
3
円

6
6
4
円

6
7
7
円

6
9
3
円

7
1
5
円

7
3
8
円

7
6
2
円

7
9
0
円

7
9
2
円

8
2
1
円

8
5
4
円

7
3
4
円

7
3
5
円

7
3
6
円

7
3
8
円

7
4
3
円

7
5
3
円

7
6
4
円

7
7
4
円

7
9
0
円

8
0
7
円

8
0
9
円

8
2
5
円

8
5
9
円

6
9
4
円

6
9
5
円

6
9
7
円

6
9
7
円

7
0
0
円

7
1
0
円

7
1
8
円

7
1
8
円

7
1
8
円

7
1
8
円

7
1
8
円

7
1
8
円

7
1
8
円

6
0
0
円

6
5
0
円

7
0
0
円

7
5
0
円

8
0
0
円

8
5
0
円

9
0
0
円

平
成
22
年
度

平
成
23
年
度

平
成
24
年
度

平
成
25
年
度

平
成
26
年
度

平
成
27
年
度

平
成
28
年
度

平
成
29
年
度

平
成
30
年
度

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

鳥
取
県
の
最
低
賃
金
額

鳥
取
県
最
低
賃
金

電
気
機
械
器
具
等
製
造
業
最
低
賃
金

各
種
商
品
小
売
業
最
低
賃
金
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都道府県
名

ランク 目安額 引上げ額
【円】

目安差額 発効年月日

北海道 C 30 920 (889) 31 1 2022年10月2日

青　森 D 30 853 (822) 31 1 2022年10月5日

岩　手 D 30 854 (821) 33 3 2022年10月20日

宮　城 C 30 883 (853) 30 2022年10月1日

秋　田 D 30 853 (822) 31 1 2022年10月1日

山　形 D 30 854 (822) 32 2 2022年10月6日

福　島 D 30 858 (828) 30 2022年10月6日

茨　城 B 31 911 (879) 32 1 2022年10月1日

栃　木 B 31 913 (882) 31 2022年10月1日

群　馬 C 30 895 (865) 30 2022年10月8日

埼　玉 A 31 987 (956) 31 2022年10月1日

千　葉 A 31 984 (953) 31 2022年10月1日

東  京 A 31 1072 (1041) 31 2022年10月1日

神奈川 A 31 1071 (1040) 31 2022年10月1日

新　潟 C 30 890 (859) 31 1 2022年10月1日

富　山 B 31 908 (877) 31 2022年10月1日

石　川 C 30 891 (861) 30 2022年10月8日

福　井 C 30 888 (858) 30 2022年10月2日

山　梨 B 31 898 (866) 32 1 2022年10月20日

長  野 B 31 908 (877) 31 2022年10月1日

岐　阜 C 30 910 (880) 30 2022年10月1日

静　岡 B 31 944 (913) 31 2022年10月5日

愛　知 A 31 986 (955) 31 2022年10月1日

三　重 B 31 933 (902) 31 2022年10月1日

滋　賀 B 31 927 (896) 31 2022年10月6日

京　都 B 31 968 (937) 31 2022年10月9日

大　阪 A 31 1023 (992) 31 2022年10月1日

兵　庫 B 31 960 (928) 32 1 2022年10月1日

奈　良 C 30 896 (866) 30 2022年10月1日

和歌山 C 30 889 (859) 30 2022年10月1日

鳥　取 D 30 854 (821) 33 3 2022年10月6日

島　根 D 30 857 (824) 33 3 2022年10月5日

岡　山 C 30 892 (862) 30 2022年10月1日

広　島 B 31 930 (899) 31 2022年10月1日

山　口 C 30 888 (857) 31 1 2022年10月13日

徳　島 C 30 855 (824) 31 1 2022年10月6日

香　川 C 30 878 (848) 30 2022年10月1日

愛　媛 D 30 853 (821) 32 2 2022年10月5日

高　知 D 30 853 (820) 33 3 2022年10月9日

福　岡 C 30 900 (870) 30 2022年10月8日

佐　賀 D 30 853 (821) 32 2 2022年10月2日

長　崎 D 30 853 (821) 32 2 2022年10月8日

熊　本 D 30 853 (821) 32 2 2022年10月1日

大　分 D 30 854 (822) 32 2 2022年10月5日

宮　崎 D 30 853 (821) 32 2 2022年10月6日

鹿児島 D 30 853 (821) 32 2 2022年10月6日

沖　縄 D 30 853 (820) 33 3 2022年10月6日

961 (930) 31 -
　　※　括弧内の数字は改定前の地域別最低賃金額

最低賃金額【円】 (※)

全国加重平均

令和4年度　地域別最低賃金　改定状況
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令和４年度　特定最低賃金の審議・決定状況

改定前額 改定前額 改定額 引上げ額

日額 時間額 時間額 時間額

1 食品 - 922 954 ＋32 改正 有 12月1日

2 鉄鋼 - 979 1,000 ＋21 改正 有 12月1日

3 電気機械 - 924 955 ＋31 改正 有 12月1日

4 船舶製造 - 917 948 ＋31 改正 有 12月2日

5 鉄鋼 - 929 958 ＋29 改正 有 12月21日

6 電気機械 - 859 888 ＋29 改正 有 12月21日

7 各種商品小売 - 852 882 ＋30 改正 有 2月19日

8 自動車小売 - 890 919 ＋29 改正 有 12月21日

9 鉄鋼・金属製品 - 878 908 ＋30 改正 有 12月31日

10 光学機械器具 - 856 886 ＋30 改正 有 12月31日

11 電気機械 - 847 877 ＋30 改正 有 12月31日

12 百貨店 - 800 - 改正 無 -

13 各種商品小売 - 767 - 無 - -

14 自動車小売 - 879 903 ＋24 改正 有 1月1日

15 鉄鋼 - 953 983 ＋30 改正 有 12月15日

16 電気機械 - 890 919 ＋29 改正 有 12月15日

17 自動車小売 - 918 946 ＋28 改正 有 12月15日

18 非鉄金属 - 910 933 ＋23 改正 有 12月25日

19 電気機械 - 861 891 ＋30 改正 有 12月25日

20 輸送機械 - 907 938 ＋31 改正 有 12月25日

21 自動車小売 - 869 897 ＋28 改正 有 12月25日

22 一般機械 - 888 919 ＋31 改正 有 12月25日

23 電気機械 - 872 903 ＋31 改正 有 12月25日

24 輸送機械 - 888 919 ＋31 改正 有 12月25日

25 自動車整備 - 892 923 ＋31 改正 有 12月25日

26 非鉄金属 - 886 912 ＋26 改正 有 1月1日

27 精密機械 - 889 - 改正 無 -

28 電気機械 - 856 880 ＋24 改正 有 12月30日

29 輸送機械 - 890 916 ＋26 改正 有 12月24日

30 自動車小売 - 894 922 ＋28 改正 有 12月18日

31 鉄鋼 - 975 1,004 ＋29 改正 有 12月31日

32 一般機械 - 935 964 ＋29 改正 有 12月31日

33 電気・精密機械 - 932 961 ＋29 改正 有 12月31日

34 各種商品小売 - 881 改正 -

35 塗料 - 992 1,023 ＋31 改正 有 12月31日

36 一般機械 - 939 970 ＋31 改正 有 12月31日

37 精密機械 - 940 971 ＋31 改正 有 12月31日

38 電気機械 - 940 971 ＋31 改正 有 12月31日

39 輸送機械 - 947 978 ＋31 改正 有 12月31日

40 各種商品小売 - 874 改正 -

41 鉄鋼 - 946 976 ＋30 改正 有 12月29日

42 一般機械 - 935 965 ＋30 改正 有 12月29日

43 電気機械 - 935 965 ＋30 改正 有 12月29日

44 輸送機械 - 935 965 ＋30 改正 有 12月29日

45 非鉄金属 - 974 1,006 ＋32 改正 有 12月1日

46 電気機械 - 981 1,013 ＋32 改正 有 12月1日

47 輸送機械 - 990 1,013 ＋23 改正 有 12月1日

48 光学機械器具 - 990 1,022 ＋32 改正 有 12月1日

49 各種商品小売 - 849 - 無 - -

50 自動車小売 - 988 1,018 ＋30 改正 有 12月1日

51 食品 - 889 - - 改正 無 -

52 鉄鋼 - 1,023 1,054 ＋31 改正 有 12月25日

53 一般機械 - 922 - - 改正 無 -

54 精密機械 - 887 - - 改正 無 -

55 電気機械 - 981 1,013 ＋32 改正 有 12月25日

56 各種商品小売 - 848 - - 改正 無 -

57 自動車（新車）小売 - 922 - - 改正 無 -

58 鉄鋼 - 871 - - 改正 無 -

59 一般機械 - 832 - - 改正 無 -

60 電気機械① - 829 - - 無 - -

61 輸送機械 - 838 - - 改正 無 -

宮 城 883

秋 田 853

山 形 854

効力
発生日

北 海 道 920

青 森 853

岩 手 854

必要性
有・無

都道府県
地域別
最　 賃

項番 業種 申出

群 馬 895

埼 玉 987

千 葉 984

福 島 858

茨 城 911

栃 木 913

東 京 1072

1/4
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令和４年度　特定最低賃金の審議・決定状況

改定前額 改定前額 改定額 引上げ額

日額 時間額 時間額 時間額

効力
発生日

必要性
有・無

都道府県
地域別
最　 賃

項番 業種 申出

62 塗料 - 894 - - 改正 無 -

63 鉄鋼 - 874 - - 改正 無 -

64 電線・ケーブル① - 821 - - 無 - -

65 一般機械① - 857 - - 無 - -

66 電気機械① - 890 - - 無 - -

67 自動車製造① - 855 - - 無 - -

68 自動車小売② - 842 - - 無 - -

69 電気機械 - 936 965 ＋29 改正 有 12月28日

70 各種商品小売 - 842 - - 改正 無 -

71 自動車（新車）小売 - 936 961 ＋25 改正 有 12月29日

72 非鉄金属・金属製品 - 781 - - 無 - -

73 一般機械・輸送機械 - 934 960 ＋26 改正 有 12月25日

74 電気機械 - 879 910 ＋31 改正 有 12月22日

75 百貨店 - 890 915 ＋25 改正 有 12月28日

76 自動車小売 - 769 - - 無 - -

77 繊維 - 782 - 改正 無 -

78 金属製品 6,102 763 - 無 - -

79 金属製品、一般機械、電気機器 - 946 971 ＋25 改正 有 12月31日

80 電気機械 - 896 923 ＋27 改正 有 12月31日

81 輸送機械 - 946 971 ＋25 改正 有 12月31日

82 百貨店 - 890 915 ＋25 改正 有 12月31日

83 繊維 - 830 - 改正 無 -

84 一般機械 - 874 915 ＋41 改正 有 12月24日

85 電気機械 - 857 - 改正 無 -

87 百貨店 - 840 - 改正 無 -

88 電気機械 - 934 959 ＋25 改正 有 12月30日

89 輸送機械 - 938 961 ＋23 改正 有 12月25日

90 印刷製版 - 850 - 無 - -

91 一般機械・輸送機械 - 927 956 ＋29 改正 有 12月16日

92 精密機械・電気機械 - 916 945 ＋29 改正 有 12月14日

93 各種商品小売 - 879 910 ＋31 改正 有 12月31日

94 電気機械 - 907 929 ＋22 改正 有 12月21日

95 輸送機械(自) - 951 972 ＋21 改正 有 12月21日

96 輸送機械(航) - 971 991 ＋20 改正 有 12月21日

97 製紙 - 786 - 無 - -

98 ゴム - 915 - 改正 無 -

99 鉄鋼、非鉄金属 - 954 979 ＋25 改正 有 12月21日

100 一般機械・輸送機械 - 970 995 ＋25 改正 有 12月21日

101 電気機械 - 939 964 ＋25 改正 有 12月21日

102 各種商品小売 - 886 - 無 - -

103 繊維 - 732 - 無 - -

104 鉄鋼 - 996 1,018 ＋22 改正 有 12月16日

105 一般機械 - 968 - 改正 無 -

106 精密機械 - 875 - 改正 無 -

107 電気機械 - 901 - 改正 無 -

108 輸送機械 - 976 997 ＋21 改正 有 12月16日

109 各種商品小売 - 847 - 無 - -

110 自動車(新車）小売① - 800 - 無 - -

111 自動車(新車）小売② - 943 - 改正 無 -

112 窯業 - 923 - 改正 無 -

113 鉄鋼 5,907 739 - 無 - -

114 電線・ケーブル - 942 970 ＋28 改正 有 12月21日

115 金属製品 - 843 - 無 - -

116 一般機械 - 762 - 無 - -

117 電気機械 - 927 952 ＋25 改正 有 12月21日

118 輸送機械 - 962 987 ＋25 改正 有 12月21日

119 繊維 - 789 - - 改正 無 -

120 窯業 - 942 967 ＋25 改正 有 12月31日

121 一般機械 - 953 978 ＋25 改正 有 12月31日

122 精密機械・電気機械 - 939 965 ＋26 改正 有 12月31日

123 輸送機械 - 957 981 ＋24 改正 有 12月31日

124 各種商品小売 - 840 - - 改正 無 -

富 山 908

石 川 891

福 井 888

神 奈 川 1,071

新 潟 890

静 岡 944

愛 知 986

三 重 933

山 梨 898

長 野 908

岐 阜 910

滋 賀 927

2/4
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令和４年度　特定最低賃金の審議・決定状況

改定前額 改定前額 改定額 引上げ額

日額 時間額 時間額 時間額

効力
発生日

必要性
有・無

都道府県
地域別
最　 賃

項番 業種 申出

125 金属製品 - 933 - 改正 無 -

126 一般機械 - 822 - 無 - -

127 電気機械 - 957 986 ＋29 改正 有 1月27日

128 輸送機械 - 968 993 ＋25 改正 有 1月27日

129 各種商品小売 - 938 - 改正 無 -

130 自動車(新車）小売 - 939 - 改正 無 -

131 塗料 - 1,000 1,031 ＋31 改正 有 12月1日

132 鉄鋼 - 996 - 改正 無 -

133 非鉄金属 - 993 - 改正 無 -

134 一般機械・輸送機械 - 997 1,028 ＋31 改正 有 12月1日

135 電気機械 - 994 - 改正 無 -

136 輸送機械(自) - 998 - 改正 無 -

137 自動車小売 - 993 - 改正 無 -

138 繊維 - 800 - 無 - -

139 塗料 - 995 1,000 ＋5 改正 有 12月1日

140 鉄鋼 - 992 1,024 ＋32 改正 有 12月1日

141 一般機械 - 960 993 ＋33 改正 有 12月1日

142 精密機械 - 931 963 ＋32 改正 有 12月1日

143 電気機械 - 930 961 ＋31 改正 有 12月1日

144 輸送機械 - 1,002 1,034 ＋32 改正 有 12月1日

145 各種商品小売 - 797 - 無 - -

146 自動車小売 - 930 963 ＋33 改正 有 12月1日

147 一般機械 - 905 - 改正 無 -

148 電気機械 - 891 - 改正 無 -

149 自動車小売 - 892 - 改正 無 -

150 木材 6,527 816 - 無 - -

151 鉄鋼 - 977 1,008 ＋31 改正 有 12月30日

152 百貨店 - 869 - - 改正 無 -

153 電気機械 - 825 859 ＋34 改正 有 12月17日

154 各種商品小売 - 718 - 改正 無 -

155 鉄鋼 - 954 987 ＋33 改正 有 11月30日

156 一般機械 - 930 963 ＋33 改正 有 12月22日

157 電気機械 - 853 882 ＋29 改正 有 12月18日

158 輸送機械 - 919 951 ＋32 改正 有 12月28日

159 百貨店 - 750 - 無 - -

160 自動車（新車）小売 - 904 932 ＋28 改正 有 12月11日

161 窯業（耐火物） - 940 954 ＋14 改正 有 12月30日

162 鉄鋼 - 985 1,010 ＋25 改正 有 12月4日

163 一般機械 - 952 972 ＋20 改正 有 12月29日

164 電気機械 - 904 932 ＋28 改正 有 12月30日

165 輸送機械(自) - 936 956 ＋20 改正 有 12月10日

166 輸送機械(船) - 980 1,003 ＋23 改正 有 12月28日

167 各種商品小売 - 893 910 ＋17 改正 有 12月11日

168 鉄鋼 - 995 1,024 ＋29 改正 有 12月31日

169 金属製品 - 944 969 ＋25 改正 有 12月31日

170 一般機械 - 958 984 ＋26 改正 有 12月31日

171 電気機械 - 924 953 ＋29 改正 有 12月31日

172 輸送機械(自) - 938 964 ＋26 改正 有 12月31日

173 輸送機械(船) - 977 999 ＋22 改正 有 12月31日

174 各種商品小売 - 903 - 改正 無 -

175 自動車小売 - 930 958 ＋28 改正 有 12月31日

176 鉄鋼・非鉄金属 - 995 1,024 ＋29 改正 有 12月15日

177 電気機械 - 921 948 ＋27 改正 有 12月15日

178 輸送機械 - 965 985 ＋20 改正 有 12月15日

179 百貨店 - 875 907 ＋32 改正 有 12月15日

180 木材 - 876 - - 改正 無 -

181 一般機械 - 945 977 ＋32 改正 有 12月21日

182 電気機械 - 911 942 ＋31 改正 有 12月21日

183 食品 - 849 改正 -

184 一般機械 - 970 1,000 ＋30 改正 有 12月15日

185 電気機械 - 913 942 ＋29 改正 有 12月15日

186 輸送機械(船) - 980 1,003 ＋23 改正 有 12月30日

兵 庫 960

奈 良 896

和 歌 山 889

京 都 968

大 阪 1023

広 島 930

山 口 888

徳 島 855

鳥 取 854

島 根 857

岡 山 892

香 川 878

3/4
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令和４年度　特定最低賃金の審議・決定状況

改定前額 改定前額 改定額 引上げ額

日額 時間額 時間額 時間額

効力
発生日

必要性
有・無

都道府県
地域別
最　 賃

項番 業種 申出

187 製紙 - 951 977 ＋26 改正 有 12月25日

188 一般機械 - 957 963 ＋6 改正 有 12月25日

189 電気機械 - 921 947 ＋26 改正 有 12月25日

190 輸送機械(船) - 962 985 ＋23 改正 有 12月25日

191 各種商品小売 - 822 854 ＋32 改正 有 12月25日

192 電気機械① - 793 - 改正 無 -

193 一般貨物 - 910 改正 -

194 鉄鋼 - 980 1,010 ＋30 改正 有 12月10日

195 電気機械 - 947 977 ＋30 改正 有 12月10日

196 輸送機械 - 957 987 ＋30 改正 有 12月10日

197 百貨店 - 897 - 改正 無 -

198 自動車(新車）小売 - 959 987 ＋28 改正 有 12月10日

199 陶磁器 - 822 854 ＋32 改正 有 12月16日

200 一般機械 - 896 929 ＋33 改正 有 12月30日

201 電気機械 - 867 900 ＋33 改正 有 12月24日

202 一般機械 - 875 - 改正 無 -

203 電気機械 - 864 - 改正 無 -

204 輸送機械(船) - 875 - 改正 無 -

205 電気機械 - 863 896 ＋33 改正 有 12月15日

206 輸送機械 - 902 931 ＋29 改正 有 12月15日

207 百貨店 - 796 855 ＋59 改正 有 12月15日

208 鉄鋼 - 981 1,010 ＋29 改正 有 12月25日

209 非鉄金属 - 936 965 ＋29 改正 有 12月25日

210 電気機械 - 864 896 ＋32 改正 有 12月25日

211 輸送機械(自・船) - 894 916 ＋22 改正 有 12月25日

212 各種商品小売 - 716 - 改正 無 -

213 自動車(新車）小売 - 872 902 ＋30 改正 有 12月25日

214 食品 - 678 - 改正 無 -

215 電気機械 - 831 - 改正 無 -

216 各種商品小売 - 705 - 改正 無 -

217 自動車(新車）小売 - 858 890 ＋32 改正 有 12月14日

218 電気機械 - 842 - 改正 無 -

219 百貨店 - 693 - 無 - -

220 自動車(新車）小売 - 872 902 ＋30 改正 有 12月22日

221 食品(畜) - 683 - 無 - -

222 食品(糖) - 769 - 改正 無 -

223 食品(飲) - 686 - 無 - -

224 新聞 - 853 879 ＋26 改正 有 11月17日

225 各種商品小売 - 770 - 改正 無 -

226 自動車（新車）小売 - 770 - 改正 無 -

福 岡 900

佐 賀 853

長 崎 853

愛 媛 853

高 知 853

鹿 児 島 853

沖 縄 853

（注１）「改定額」に記載された額については、異議審終了前の結審額を記載しており、未確定。

熊 本 853

大 分 854

宮 崎 853

4/4
-12-
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別添１

15日 8営業日 30日

→ → →

8月1日（火） 8月16日（水） 8月28日（月） 9月27日（水）

8月2日（水） 8月17日（木） 8月29日（火） 9月28日（木）

8月3日（木） 8月18日（金） 8月30日（水） 9月29日（金）

8月4日（金） 8月21日（月） 8月31日（木） 9月30日（土）

8月5日（土） 8月21日（月） 8月31日（木） 9月30日（土）

8月6日（日） 8月21日（月） 8月31日（木） 9月30日（土）

8月7日（月） 8月22日（火） 9月1日（金） 10月1日（日）

8月8日（火） 8月23日（水） 9月4日（月） 10月4日（水）

8月9日（水） 8月24日（木） 9月5日（火） 10月5日（木）

8月10日（木） 8月25日（金） 9月6日（水） 10月6日（金）

8月11日（金） 8月28日（月） 9月7日（木） 10月7日（土）

8月12日（土） 8月28日（月） 9月7日（木） 10月7日（土）

8月13日（日） 8月28日（月） 9月7日（木） 10月7日（土）

8月14日（月） 8月29日（火） 9月8日（金） 10月8日（日）

8月15日（火） 8月30日（水） 9月11日（月） 10月11日（水）

8月16日（水） 8月31日（木） 9月12日（火） 10月12日（木）

8月17日（木） 9月1日（金） 9月13日（水） 10月13日（金）

8月18日（金） 9月4日（月） 9月14日（木） 10月14日（土）

8月19日（土） 9月4日（月） 9月14日（木） 10月14日（土）

8月20日（日） 9月4日（月） 9月14日（木） 10月14日（土）

8月21日（月） 9月5日（火） 9月15日（金） 10月15日（日）

8月22日（火） 9月6日（水） 9月19日（火） 10月19日（木）

8月23日（水） 9月7日（木） 9月20日（水） 10月20日（金）

8月24日（木） 9月8日（金） 9月21日（木） 10月21日（土）

8月25日（金） 9月11日（月） 9月22日（金） 10月22日（日）

8月26日（土） 9月11日（月） 9月22日（金） 10月22日（日）

8月27日（日） 9月11日（月） 9月22日（金） 10月22日（日）

8月28日（月） 9月12日（火） 9月25日（月） 10月25日（水）

8月29日（火） 9月13日（水） 9月26日（火） 10月26日（木）

8月30日（水） 9月14日（木） 9月27日（水） 10月27日（金）

8月31日（木） 9月15日（金） 9月28日（木） 10月28日（土）

9月1日（金） 9月19日（火） 9月29日（金） 10月29日（日）

9月2日（土） 9月19日（火） 9月29日（金） 10月29日（日）

令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(日)発効とするためには、８月７日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効
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別添１

15日 8営業日 30日

→ → →

令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(日)発効とするためには、８月７日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

9月3日（日） 9月19日（火） 9月29日（金） 10月29日（日）

9月4日（月） 9月19日（火） 9月29日（金） 10月29日（日）

9月5日（火） 9月20日（水） 10月2日（月） 11月1日（水）

9月6日（水） 9月21日（木） 10月3日（火） 11月2日（木）

9月7日（木） 9月22日（金） 10月4日（水） 11月3日（金）

9月8日（金） 9月25日（月） 10月5日（木） 11月4日（土）

9月9日（土） 9月25日（月） 10月5日（木） 11月4日（土）

9月10日（日） 9月25日（月） 10月5日（木） 11月4日（土）

9月11日（月） 9月26日（火） 10月6日（金） 11月5日（日）

9月12日（火） 9月27日（水） 10月10日（火） 11月9日（木）

9月13日（水） 9月28日（木） 10月11日（水） 11月10日（金）

9月14日（木） 9月29日（金） 10月12日（木） 11月11日（土）

9月15日（金） 10月2日（月） 10月13日（金） 11月12日（日）

9月16日（土） 10月2日（月） 10月13日（金） 11月12日（日）

9月17日（日） 10月2日（月） 10月13日（金） 11月12日（日）

9月18日（月） 10月3日（火） 10月16日（月） 11月15日（水）

9月19日（火） 10月4日（水） 10月17日（火） 11月16日（木）

9月20日（水） 10月5日（木） 10月18日（水） 11月17日（金）

9月21日（木） 10月6日（金） 10月19日（木） 11月18日（土）

9月22日（金） 10月10日（火） 10月20日（金） 11月19日（日）

9月23日（土） 10月10日（火） 10月20日（金） 11月19日（日）

9月24日（日） 10月10日（火） 10月20日（金） 11月19日（日）

9月25日（月） 10月10日（火） 10月20日（金） 11月19日（日）

9月26日（火） 10月11日（水） 10月23日（月） 11月22日（水）

9月27日（水） 10月12日（木） 10月24日（火） 11月23日（木）

9月28日（木） 10月13日（金） 10月25日（水） 11月24日（金）

9月29日（金） 10月16日（月） 10月26日（木） 11月25日（土）

9月30日（土） 10月16日（月） 10月26日（木） 11月25日（土）

10月1日（日） 10月16日（月） 10月26日（木） 11月25日（土）

10月2日（月） 10月17日（火） 10月27日（金） 11月26日（日）

10月3日（火） 10月18日（水） 10月30日（月） 11月29日（水）

10月4日（水） 10月19日（木） 10月31日（火） 11月30日（木）

10月5日（木） 10月20日（金） 11月1日（水） 12月1日（金）
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別添１

15日 8営業日 30日

→ → →

令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(日)発効とするためには、８月７日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

10月6日（金） 10月23日（月） 11月2日（木） 12月2日（土）

10月7日（土） 10月23日（月） 11月2日（木） 12月2日（土）

10月8日（日） 10月23日（月） 11月2日（木） 12月2日（土）

10月9日（月） 10月24日（火） 11月6日（月） 12月6日（水）

10月10日（火） 10月25日（水） 11月7日（火） 12月7日（木）

10月11日（水） 10月26日（木） 11月8日（水） 12月8日（金）

10月12日（木） 10月27日（金） 11月9日（木） 12月9日（土）

10月13日（金） 10月30日（月） 11月10日（金） 12月10日（日）

10月14日（土） 10月30日（月） 11月10日（金） 12月10日（日）

10月15日（日） 10月30日（月） 11月10日（金） 12月10日（日）

10月16日（月） 10月31日（火） 11月13日（月） 12月13日（水）

10月17日（火） 11月1日（水） 11月14日（火） 12月14日（木）

10月18日（水） 11月2日（木） 11月15日（水） 12月15日（金）

10月19日（木） 11月6日（月） 11月16日（木） 12月16日（土）

10月20日（金） 11月6日（月） 11月16日（木） 12月16日（土）

10月21日（土） 11月6日（月） 11月16日（木） 12月16日（土）

10月22日（日） 11月6日（月） 11月16日（木） 12月16日（土）

10月23日（月） 11月7日（火） 11月17日（金） 12月17日（日）

10月24日（火） 11月8日（水） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月25日（水） 11月9日（木） 11月21日（火） 12月21日（木）

10月26日（木） 11月10日（金） 11月22日（水） 12月22日（金）

10月27日（金） 11月13日（月） 11月24日（金） 12月24日（日）
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別添２

15日 10営業日 30日

→ → →

9月1日（金） 9月19日（火） 10月3日（火） 11月2日（木）

9月2日（土） 9月19日（火） 10月3日（火） 11月2日（木）

9月3日（日） 9月19日（火） 10月3日（火） 11月2日（木）

9月4日（月） 9月19日（火） 10月3日（火） 11月2日（木）

9月5日（火） 9月20日（水） 10月4日（水） 11月3日（金）

9月6日（水） 9月21日（木） 10月5日（木） 11月4日（土）

9月7日（木） 9月22日（金） 10月6日（金） 11月5日（日）

9月8日（金） 9月25日（月） 10月10日（火） 11月9日（木）

9月9日（土） 9月25日（月） 10月10日（火） 11月9日（木）

9月10日（日） 9月25日（月） 10月10日（火） 11月9日（木）

9月11日（月） 9月26日（火） 10月11日（水） 11月10日（金）

9月12日（火） 9月27日（水） 10月12日（木） 11月11日（土）

9月13日（水） 9月28日（木） 10月13日（金） 11月12日（日）

9月14日（木） 9月29日（金） 10月16日（月） 11月15日（水）

9月15日（金） 10月2日（月） 10月17日（火） 11月16日（木）

9月16日（土） 10月2日（月） 10月17日（火） 11月16日（木）

9月17日（日） 10月2日（月） 10月17日（火） 11月16日（木）

9月18日（月） 10月3日（火） 10月18日（水） 11月17日（金）

9月19日（火） 10月4日（水） 10月19日（木） 11月18日（土）

9月20日（水） 10月5日（木） 10月20日（金） 11月19日（日）

9月21日（木） 10月6日（金） 10月23日（月） 11月22日（水）

9月22日（金） 10月10日（火） 10月24日（火） 11月23日（木）

9月23日（土） 10月10日（火） 10月24日（火） 11月23日（木）

9月24日（日） 10月10日（火） 10月24日（火） 11月23日（木）

9月25日（月） 10月10日（火） 10月24日（火） 11月23日（木）

9月26日（火） 10月11日（水） 10月25日（水） 11月24日（金）

9月27日（水） 10月12日（木） 10月26日（木） 11月25日（土）

9月28日（木） 10月13日（金） 10月27日（金） 11月26日（日）

9月29日（金） 10月16日（月） 10月30日（月） 11月29日（水）

9月30日（土） 10月16日（月） 10月30日（月） 11月29日（水）

10月1日（日） 10月16日（月） 10月30日（月） 11月29日（水）

10月2日（月） 10月17日（火） 10月31日（火） 11月30日（木）

10月3日（火） 10月18日（水） 11月1日（水） 12月1日（金）

令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(金)発効とするためには、10月３日(火)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効
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別添２

15日 10営業日 30日

→ → →

令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(金)発効とするためには、10月３日(火)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

10月4日（水） 10月19日（木） 11月2日（木） 12月2日（土）

10月5日（木） 10月20日（金） 11月6日（月） 12月6日（水）

10月6日（金） 10月23日（月） 11月7日（火） 12月7日（木）

10月7日（土） 10月23日（月） 11月7日（火） 12月7日（木）

10月8日（日） 10月23日（月） 11月7日（火） 12月7日（木）

10月9日（月） 10月24日（火） 11月8日（水） 12月8日（金）

10月10日（火） 10月25日（水） 11月9日（木） 12月9日（土）

10月11日（水） 10月26日（木） 11月10日（金） 12月10日（日）

10月12日（木） 10月27日（金） 11月13日（月） 12月13日（水）

10月13日（金） 10月30日（月） 11月14日（火） 12月14日（木）

10月14日（土） 10月30日（月） 11月14日（火） 12月14日（木）

10月15日（日） 10月30日（月） 11月14日（火） 12月14日（木）

10月16日（月） 10月31日（火） 11月15日（水） 12月15日（金）

10月17日（火） 11月1日（水） 11月16日（木） 12月16日（土）

10月18日（水） 11月2日（木） 11月17日（金） 12月17日（日）

10月19日（木） 11月6日（月） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月20日（金） 11月6日（月） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月21日（土） 11月6日（月） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月22日（日） 11月6日（月） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月23日（月） 11月7日（火） 11月21日（火） 12月21日（木）

10月24日（火） 11月8日（水） 11月22日（水） 12月22日（金）

10月25日（水） 11月9日（木） 11月24日（金） 12月24日（日）

10月26日（木） 11月10日（金） 11月27日（月） 12月27日（水）

10月27日（金） 11月13日（月） 11月28日（火） 12月28日（木）

10月28日（土） 11月13日（月） 11月28日（火） 12月28日（木）

10月29日（日） 11月13日（月） 11月28日（火） 12月28日（木）

10月30日（月） 11月14日（火） 11月29日（水） 12月29日（金）

10月31日（火） 11月15日（水） 11月30日（木） 12月30日（土）

11月1日（水） 11月16日（木） 12月1日（金） 12月31日（日）

11月2日（木） 11月17日（金） 12月4日（月） 1月3日（水）

11月3日（金） 11月20日（月） 12月5日（火） 1月4日（木）

11月4日（土） 11月20日（月） 12月5日（火） 1月4日（木）

11月5日（日） 11月20日（月） 12月5日（火） 1月4日（木）
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別添２

15日 10営業日 30日

→ → →

令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(金)発効とするためには、10月３日(火)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

11月6日（月） 11月21日（火） 12月6日（水） 1月5日（金）

11月7日（火） 11月22日（水） 12月7日（木） 1月6日（土）

11月8日（水） 11月24日（金） 12月8日（金） 1月7日（日）

11月9日（木） 11月24日（金） 12月8日（金） 1月7日（日）

11月10日（金） 11月27日（月） 12月11日（月） 1月10日（水）

11月11日（土） 11月27日（月） 12月11日（月） 1月10日（水）

11月12日（日） 11月27日（月） 12月11日（月） 1月10日（水）

11月13日（月） 11月28日（火） 12月12日（火） 1月11日（木）

11月14日（火） 11月29日（水） 12月13日（水） 1月12日（金）

11月15日（水） 11月30日（木） 12月14日（木） 1月13日（土）

11月16日（木） 12月1日（金） 12月15日（金） 1月14日（日）

11月17日（金） 12月4日（月） 12月18日（月） 1月17日（水）

11月18日（土） 12月4日（月） 12月18日（月） 1月17日（水）

11月19日（日） 12月4日（月） 12月18日（月） 1月17日（水）

11月20日（月） 12月5日（火） 12月19日（火） 1月18日（木）

11月21日（火） 12月6日（水） 12月20日（水） 1月19日（金）

11月22日（水） 12月7日（木） 12月21日（木） 1月20日（土）

11月23日（木） 12月8日（金） 12月22日（金） 1月21日（日）

11月24日（金） 12月11日（月） 12月25日（月） 1月24日（水）

11月25日（土） 12月11日（月） 12月25日（月） 1月24日（水）

11月26日（日） 12月11日（月） 12月25日（月） 1月24日（水）

11月27日（月） 12月12日（火） 12月26日（火） 1月25日（木）
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鳥取地方最低賃金審議会事業場視察実績 

 

○平成 29 年度 

  平成 29 年７月 31 日(月) 

  （午前中に視察、午後、本審と第 1 回専門部会） 

 

  視察事業場  オリイ精機(株) （代表取締役 小林正昭） 

  所在地    鳥取市若葉台南７丁目４番３号 

  業務内容   プレス自動化装置等の製造 

  労働者数   39 人 

 

○平成 30 年度 

  平成 30 年７月 25 日(水) 

   （県最賃の諮問を行う審議会において事業場視察について決定、目安伝達を行 

   う審議会の前に実施・7 月 2 日に本審、25 日に視察、30 日に本審） 

 

  視察事業場   (株)吉谷機械製作所 （代表取締役 吉谷典雄） 

  所在地    鳥取市古海３５６－１ 

  業務内容   消防ポンプ自動車・消防用機械器具の製造販売等 

  労働者数   82 名 

 

○令和元年度 

  令和元年７月 17 日(水) 

  （県最賃の諮問を行う審議会において事業場視察について決定、目安伝達を行 

   う審議会の前に実施・7 月 5 日に本審、17 日に視察、8 月 2 日に本審） 

 

  視察事業場   (株)ファイナール （代表取締役会長 森下 辰夫） 

  所在地    鳥取市上味野１５番地 

  業務内容   健康食品、健康茶の委託製造 

  労働者数   82 名 

 

○令和２年度・令和３年度 新型コロナウイルス感染症の感染防止のため中止 
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○令和４年度 

  令和４年６月 17 日(金) 

  （令和４年４月中に全委員に対する面談等により、本審開催前に事業場視察を公

労使代表委員により実施することで了承、６月 17 日に視察、７月４日に本審） 

 

  視察事業場   (株)アキラス （代表取締役 河毛 寛） 

  所在地    鳥取市河原町今在家６００ 今在家工場 

  業務内容   食料品製造業 （弱電業務も実施） 

  労働者数   35 名 
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